
「明日から実践！みんなの脱炭素セミナー」

沖縄県クリエネ相談窓口
（沖縄県クリーンエネルギー導入ワンストップ相談窓口）

活 動 紹 介

令和5年9月8日

【連絡先】

電話番号 050-1750-0910

Mail 1stop-energy.okinawa@e-scb.co.jp

HP https://1stop-energy-okinawa.jp/
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2

沖縄県におけるクリーンエネルギーの導入拡大について

（出所）沖縄県HP（https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kiban/energy.html）

https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kiban/energy.html
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沖縄県におけるクリーンエネルギーの導入拡大について

（直近）
再生可能エネルギー電源比率 2021年度：11.1％
エネルギー自給率 2020年度：3.4％

（出所）沖縄県HP（https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kiban/energy.html）

https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kiban/energy.html
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沖縄県におけるクリーンエネルギーの導入拡大について

沖縄県クリーンエネルギー導入ワンストップ相談窓口
島しょ型エネルギー社会基盤構築事業
産業イノベーション促進地域制度
実証実験成果の他地域展開
ハワイ州やエネルギー事業者との連携体制の構築

（出所）沖縄県HP（https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kiban/energy.html）

https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kiban/energy.html


• 2022年度より設置

• 2023年度は、しんきん地域創生ネットワーク㈱（全国の地域活性化や脱炭素化を支
援）・一社）沖縄県CO2削減推進協議会・㈱エネルギーラボ沖縄・コザ信用金庫およ
び県内金融機関等にて、県内のクリーンエネルギー導入における相談・支援を実施
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沖縄県クリーンエネルギー導入ワンストップ相談窓口

【主な相談・対応内容】

①県や国の補助事業等に関する
相談や必要な手続について
サポート

②太陽光発電・バイオマス発電
等の再エネ導入や水素等の
新エネルギーの導入検討時に
おける相談対応・専門家紹介

③再エネ導入を積極的に検討す
る地方自治体へのサポート

クリエネ

相談窓口

しんきん地域創生

ネットワーク㈱

沖縄CO2

削減推進協議会

コザ信用金庫
・

県内金融機関等

事業の周知と事業検
討におけるファイナ
ンス連携

ZEBを中心とした支援
環境省（ZEB関連）・
経産省（省エネ関連）
の補助金申請支援

複数自治体において評
議員歴任
太陽光発電以外の全電
源での対応可能

全国の信用金庫取引
先のエネルギー導入
支援を多く経験

エネルギーラボ
沖縄

自治体からの
相談等で連携

広報連携

相談全般で
連携



• 2023年7月にホームページ開設
• 県内の再エネ導入を支援する事業者の紹介や、国・県の補助金等の支援制度、再エネ

導入に向けたコラム等を順次掲載予定
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事業ホームページ（ https://1stop-energy-okinawa.jp/）

https://1stop-energy-okinawa.jp/


相談の背景
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• 原料高騰による電気料金等の値上げや自然災害時のバックアップ電源として、経営戦
略の選択肢として、自家消費型の太陽光発電等を検討する相談が増加

• 固定価格買取制度（FIT）の創設当初と比べ、発電設備に関する技術・性能等が変わり、
改めて検討することで、当時は導入が難しかった企業でも検討の余地がある。



脱炭素経営の推進
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• 世界的に環境配慮型の経営が求められており、工場進出や取引先選定においてもク
リーンエネルギー等の導入状況が影響し始めている。

• 一例として、熊本県に進出する台湾の半導体メーカー（TSMC）では、工業団地内に
おける地下水利用を平均の半分に抑えることや、クリーン電力を使用することを掲げ
ている。

（出所）月刊不動産「TSMCの進出で熊本県菊陽町が描く『未来予想図』」（2023.7）



• 国の補助金制度は、毎年６月から７月には終了する制度が多く、半年から１年前を目
途に申請に向けた準備を進める企業が多い。

• クリエネ相談窓口では、次年度の補助金申請に向けた相談・準備に積極的に対応
• 補助金の活用余地を探ることからサポート可能
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補助金の活用支援

補助金情報の周知

（クリエネ相談窓口）

導入検討企業

からの相談

補助金活用に

向けたサポート



• ストレージパリティとは、太陽光発電を採用する際に「蓄電池を導入しないよりも、
導入したほうが経済的メリットを得られる状態」のこと

• 固定価格買取制度（FIT）創設時と比べ、自家消費型の太陽光発電の導入に係る機運が
高まっており、蓄電池とのセットによる太陽光発電設備等の導入に向けた補助事業が
推進されている。
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参考：ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業（環境省・経済産業省）

・公募時期
４月～６月（令和５年度）

・相談の流れ

当窓口や県内の太陽光
設置業者等に相談の上
補助金活用に向けた準
備を進める。

（出所）環境省資料より当窓口より抜粋



• 民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業「（2）新たな手法による
再エネ導入・価格低減促進事業」において、ソーラーカーポート向けの設備等導入補
助を実施
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参考：ソーラーカーポートに対する設備等導入補助

（出所）環境省資料より当窓口より抜粋

・公募時期
３月～６月
（令和５年度）

・相談の流れ
    当窓口や県内の太

陽光設置業者等に
相談の上補助金活
用に向けた準備を
進める。



参考：ＺＥＢに係る取組事例（琉球銀行本部支店）

12（出所）一般社団法人環境共創イニシアチブ「ZEBリーディングオーナー導入実績」



参考：ＺＥＢに係る取組事例（HOTEL ANTEROOM那覇）

13（出所）一般社団法人環境共創イニシアチブ「ZEBリーディングオーナー導入実績」
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参考：ＺＥＢに向けた取組スケジュール

（出所）沖縄県CO2削減推進協議会作成資料

業務区分 時　期 順番

1

2

3

4

5

申請日の約3ヶ月前 6

4月下旬～6月下旬 7

6月上旬～8月上旬 8

6月下旬～8月下旬 9

7月上旬～9月上旬 10

8月上旬～10月上旬 11

1月末まで 12

2月上旬まで 13

3月上旬頃 14

3月31日までに 15

事業完了後の3年間 16

実績報告書を作成し提出（事業終了後30日以内か2月10日いずれか早い日、複数年事業は2月29日）。

確定検査（書類審査・必要に応じて現地調査）。

補助金入金。

環境省へ実施状況報告書提出。

設計内容を基に建築物のエネルギー消費性能計算プログラム（WEBPRO）にて省エネ計算を実施。

補

助

金

申

請

期

間

交付申請書類準備（建築確認申請書、図面、概算見積等）。

交付申請書提出。

採択通知。

内　　容

Z

E

B

化

検

討

期

間

施主様に対してZEB化やZEB補助金ついての概要説明。

省エネ結果を確認し、省エネ率50％未満の場合は設計変更指示。

再計算（外壁、窓、空調ゾーン、熱源、空調機、換気扇、換気送風機、換気空調機、照明、給

湯器、昇降機、太陽発電、コージェネレーション）、省エネ率50％以上（Nearly ZEBの場合は

75％以上）を達成するまで再計算を続ける。

申請日の約12ヶ月前

申請日の約9～6ヶ月前

建築、設備設計担当へZEB化に向けた設計を依頼。

交付決定通知。

ZEB化部分の実施設計契約（交付決定後の日付）及び施工契約。

遂行状況報告（中間報告）書提出。

事業終了（1月31日までに支払い完了）、複数年事業の1年目は2月20日までに。



• 沖縄県では、離島再生可能エネルギー導入促進事業補助金を実施しており、沖縄県内
において、エネルギーマネジメントシステムの構築を伴う事業の導入実績がある離島
に対し、PPAによる太陽光発電設備の導入を支援
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参考：離島再生可能エネルギー導入促進事業補助金

・公募時期
６月（令和５年度）

・相談支援

離島における取組みの
詳細を確認の上、補助要
件等の確認・支援を実施

（出所）株式会社ネクステムズ「宮古島市における再エネ主力電源化の取組について」



• バイオマス発電・風力発電・水力発電といった再エネ導入に関しては、事業検討を行
うにあたり、導入可能性調査を行うことが一般的である。

• 特に、地方自治体や周辺住民等との地域内調整を行うにあたり、事業の採算だけでな
く、事業によるCO2削減効果や地域との関係構築に向けた情報を整理する必要がある。

• クリエネ相談窓口では、情報整理段階から丁寧に対応
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導入可能性調査に向けた調整

再エネ導入に

向けた情報整理

導入可能性調査
（国の支援制度の活用も

検討）

再エネ導入に向け
た具体的調整

導入検討を開始される場合は
情報整理から相談に対応



• 事業者向け・自治体向けの再エネ導入に向けたハンドブックを作成中
• 再エネ導入に向けた情報や、参考となる取組事例について整理するとともに、ホーム

ページにて当ハンドブックを公開予定
• ホームページには、ハンドブックに未掲載の事例や最新の支援制度等の情報を随時更

新する予定

17

再エネハンドブックの作成



• 2021年7月、信金中央金庫（信金業界の中央金融機関）（以下「信金中金」という。）が非金融サービ
スを提供する子会社、しんきん地域創生ネットワーク株式会社㈱を設立

• 当社では、地域創生コンサルティング事業を通じて、全国各地の地域創生を推進

18

運営会社概要
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